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第２章 本市の現状と課題 

１. 統計からみた碧南市の現状 

1. 人口・世帯数の推移 

本市の人口は、昭和 55 年から増加傾向であり、平成 25 年は 71,876 人

となっています。しかし年齢３区分別にみると、増加し続けているのは「65 歳

以上」のみとなっており、「15 歳未満」では反対に減少し続けています。 

図表 1 碧南市の人口推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口増減率をみると、平成 12 年から平成 17 年にかけて 4.02％上昇して

いるのに対し、平成17年から平成22年にかけては4.45％下降しています。

また、直近の平成 25 年では、人口増減率はマイナスに転じています。 

図表 2 人口増減率2 
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20 歳～39 歳の女性の人口推移をみると、約 9,000 人前後で推移していま

す。平成２２年は 9,３５０人でピークとなっていますが、その後減少に転じて

います。 

図表 3 女性（20 歳～39歳）の人口推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出生数の推移をみると、昭和 55 年以降減少傾向にあります。平成 17 年に

は 700 人を切り、さらに平成 25 年は 600 人を下回っています。 

図表 4 出生数の推移2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             
1  国勢調査（平成 25 年は市民課） 
2 人口動態調査（平成 25年は市民課） 
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転入者数及び転出者数の推移をみると、平成 12 年と比較して平成 25 年の

転入者数は 800 人強、転出者数はおよそ 600 人弱増加しています。 

図表 5 転入者数及び転出者数の推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯数と核家族世帯数はいずれも年々増加しており、平成 22 年では世帯数

は 25,265 世帯、核家族世帯数は 14,337 世帯となっています。 

図表 6 世帯数及び核家族世帯数の推移2 
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平成 12 年から平成 22 年にかけて、母子世帯数は増加傾向でしたが、平成

25 年には減少に転じています。一方、父子世帯数は 50 世帯強でほぼ横ばい

となっています。 

図表 7 母子世帯数及び父子世帯数の推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

婚姻件数の推移をみると、直近では 400 件弱で推移しています。なお、平

成2２年以前は人口動態調査の資料であるため、出典先のデータが異なります。 

図表 8 婚姻件数の推移2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             
1 国勢調査（平成 25 年はこども課） 
2 人口動態調査（平成 25年は市民課） 
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離婚件数の推移をみると、直近では 100 件強で推移しています。なお、平

成2２年以前は人口動態調査の資料であるため、出典先のデータが異なります。 

 

図表 9 離婚件数の推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             
1 人口動態調査（平成 25年は市民課） 
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2. 就業者数の推移や産業構造 

就業者数は、昭和 55 年から平成 17 年にかけて増加していますが、平成 22

年ではおよそ 600 人減少し 38,493 人となっています。就業者数に占める男

性・女性の割合は、おおむね６：４となっています。 

図表 10 就業者数の推移1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業種別就業者数は、昭和 55 年から「第１次産業就業者数」は減少、「第３

次産業就業者数」は増加し続けています。一方、「第２次産業就業者数」は昭和

55 年から平成２年にかけては増加、平成２年以降は減少しています。 

図表 11 産業種別就業者数の推移2 
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女性の年齢別労働力率は、結婚・出産・育児期に当たる年代に一旦低下し、

育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カーブを描くこと

が知られています。本市においても 30～34 歳の労働力率が低下しています

が、平成 12 年から平成 22 年を比較するとＭ字曲線はやや浅くなっており、

女性の結婚・出産・育児期の労働力率が上昇しています。 

図表 12 女性の年齢別労働力率の推移1 
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２. 市民の意識と実態 

本計画を策定するにあたって、碧南市に在住の就学前、小学生のお子さんを

持つ保護者の方にアンケート調査を実施しました。 

本計画は、このアンケート調査の結果を分析・活用して策定しています。 

 

アンケート調査の概要 

【調査対象】 

・就学前児童の保護者：1,800 名 

・小学生の保護者：1,000 名 

・ひとり親家庭：200 名 

【調査時期】 

・平成 25年 11 月、12月 

【調査方法】 

・郵送配布、郵送回収 

 

主要な集計結果について、次のとおり掲載します。 

 

1. 子育て家庭の実態 

子どもをみてもらえる親族・知人の有無について、「日常的に祖父母等の親族

にみてもらえる」と回答した保護者は就学前の児童を持つ保護者が 36.8％、

小学生を持つ保護者が 32.5％となっています。就学前・小学生とも緊急時に

見てもらえる保護者まで入れると９割となります。 

図表 13 子どもをみてもらえる親族・知人の有無 
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子育てに関する相談先は、就学前・小学生ともに「祖父母等の親族」または

「友人・知人」がそれぞれ７割以上を占めています。一方、「民生委員・児童委

員」や「自治体の子育て関連担当窓口」はいずれも 1％以下の割合です。 

 

図表 14 子育てに関する相談先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭の保護者がひとり親になった時の年齢は、「25～29 歳」の割

合が最も高くなっています。 

図表 15 ひとり親になったときの年齢 
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2. 保護者の就労状況 

保護者（母親）の就労状況についてみると、就学前では「以前は就労してい

たが、現在は就労していない」と回答した割合が最も高く、小学生では「パー

ト・アルバイト等で就労している」と回答した割合が最も高くなっています。 

図表 16 就学前・小学生の保護者の就労状況（母親） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭の保護者の就労状態の変化をみると、ひとり親になる前・なっ

た直後までは「無職（専業主婦を含む）」の割合が最も高いですが、現在では「常

用勤労者」及び「臨時・パート」の割合が高く、合わせて８割を超えます。 

図表 17 ひとり親家庭の保護者の就労状態の変化 
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3. 保育の利用希望 

就学前児童の保護者に対し、今後どのような保育・教育事業を利用したいか

聞くと、「認可保育所」の割合が 64.6％で最も高くなっています。「認定こど

も園」は 15.8％の割合です。 

図表 18 保育・教育事業の利用希望 
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３. へきなん次世代ハートプランの達成状況 

へきなん次世代ハートプラン（後期）で定めた数値目標の達成状況は以下の

とおりです。 

 

図表 19 へきなん次世代ハートプラン（後期）の計画値と実績値 

事 業 名 

平成 25 年度1 

計画値 実績値 

（提供体制） 

１ 通常保育事業 

３歳未満児 

人数／日 
335 380 

３歳以上児 

人数／日 
1,665 1,595 

２ 特定保育事業 箇所数 6 6 

３ 延長保育事業 箇所数 10 10 

４ 夜間保育事業 箇所数 - - 

５ 休日保育事業2 
箇所数 2 2 

人数／日 50 13.7 

６ 病児・病後児保育事業 
箇所数 1 1 

日数／年 586 488 

７ 放課後児童健全育成事業 
箇所数 13 13 

人数／日 505 505 

８ 地域子育て支援センター事業 箇所数 9 11 

９ 一時預かり事業3 
箇所数 6 6 

日数／年 17,580 20,547 

１０ 
子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ事業） 
箇所数 1 1 

１１ 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ事業） 
箇所数 4 4 

１２ ファミリー・サポート・センター事業 箇所数 1 1 

 

 

  

                             
1 平成 26年 3 月末実績 
2 １日あたり平均利用人数で実績値を掲載 
3 年間総利用日数で実績値を掲載
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４. 市の子育て支援関連施設マップ 
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※平成 27年 3月時点  




